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報告第１号 

   専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会において指定されて

いる、法律上その義務に属する損害賠償の額を定めること及びこれに伴う和解に関することについて、

別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

 

 

令和６年１月２６日提出  

横手市長 髙 橋   大  
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専決第２４号 

   専  決  処  分  書 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号及び第１３号の規定により、物損

事故による損害賠償の額を定めること及びこれに伴う和解に関することについて、同法第１８０条第

１項の規定に基づき、次のとおり専決処分する。 

令和５年１２月２７日専決 

横手市長 髙 橋   大 

 

１ 事故発生日時  令和５年１１月２８日（火）午後１時５０分頃 

２ 事故発生場所  横手市内 

３ 相 手 方   

４ 事故の概要   

５ 損害賠償額 ４，９０６円 
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報告第２号 

   専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会において指定されて

いる、法律上その義務に属する損害賠償の額を定めること及びこれに伴う和解に関することについて、

別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

 

 

令和６年１月２６日提出  

横手市長 髙 橋   大  
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専決第１号 

   専  決  処  分  書 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号及び第１３号の規定により、物損

事故による損害賠償の額を定めること及びこれに伴う和解に関することについて、同法第１８０条第

１項の規定に基づき、次のとおり専決処分する。 

令和６年１月５日専決 

横手市長 髙 橋   大 

 

１ 事故発生日時  令和５年１２月６日（水）午後５時３０分頃 

２ 事故発生場所  横手市内 

３ 相 手 方   

４ 事故の概要   

５ 損害賠償額 ７７，８０５円 
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報告第３号 

   専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会において指定されて

いる、法律上その義務に属する損害賠償の額を定めること及びこれに伴う和解に関することについて、

別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

 

 

令和６年１月２６日提出  

横手市長 髙 橋   大  
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専決第２号 

   専  決  処  分  書 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号及び第１３号の規定により、物損

事故による損害賠償の額を定めること及びこれに伴う和解に関することについて、同法第１８０条第

１項の規定に基づき、次のとおり専決処分する。 

令和６年１月１０日専決 

横手市長 髙 橋   大 

 

１ 事故発生日時  令和５年１０月２０日（金）午後１１時頃 

２ 事故発生場所  横手市内 

３ 相 手 方   

４ 事故の概要   

５ 損害賠償額 １９，８００円 
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報告第４号 

   専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会において指定されて

いる、法律上その義務に属する損害賠償の額を定めること及びこれに伴う和解に関することについて、

別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

 

 

令和６年１月２６日提出  

横手市長 髙 橋   大  
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専決第３号 

   専  決  処  分  書 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号及び第１３号の規定により、著作

権侵害行為による損害賠償の額を定めること及びこれに伴う和解に関することについて、同法第１８

０条第１項の規定に基づき、次のとおり専決処分する。 

令和６年１月１２日専決 

横手市長 髙 橋   大 

 

１ 行為発生日  令和５年１２月４日（月） 

２ 行為発生場所  横手市内 

３ 相 手 方   

４ 行為の概要   

５ 損害賠償額 １３２，０００円 
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議案第１号 

横手市手数料条例の一部を改正する条例 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和６年１月２６日提出 

横手市長 髙 橋   大 

 

提案理由 

戸籍法の一部を改正する法律（令和元年法律第１７号）の施行に伴い、現行条例の一部を改正した

いので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議会の議決

を求める。 
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   横手市手数料条例の一部を改正する条例 

 

横手市手数料条例（平成１７年横手市条例第９３号）の一部を次のように改正する。 

 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

別表第２（第２条関係） 別表第２（第２条関係） 

手数料を徴収する事項 単位 金額 

1 戸籍法（昭和22年法律第224号）第10条第

1項又は第10条の2第1項から第5項まで若し

くは第126条の戸籍の謄本若しくは抄本の交

付又は同法第120条第1項若しくは第126条の

磁気ディスクをもって調製された戸籍に記

録されている事項の全部若しくは一部を証

明した書面の交付 

1通 450円（多

機能端末機

による交付

の場合にあ

っては、27

0円） 

2 戸籍法第10条第1項又は第10条の2第1項か

ら第5項まで又は第126条の戸籍に記載した

事項に関する証明書の交付 

1件 350円 

手数料を徴収する事項 単位 金額 

1 戸籍法（昭和22年法律第224号）第10条第

1項又は第10条の2第1項から第5項まで若し

くは第126条の規定に基づく戸籍の謄本若し

くは抄本の交付又は同法第120条第1項、第1

20条の2第1項若しくは第126条の規定に基づ

く戸籍証明書の交付 

 

1通 450円（多

機能端末機

による交付

の場合にあ

っては、27

0円） 

2 戸籍法第10条第1項又は第10条の2第1項か

ら第5項まで又は第126条の規定に基づく戸

籍に記載した事項に関する証明書の交付 

1件 350円 
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3 戸籍法第12条の2において準用する同法第 1通 750円 

3 戸籍法第120条の3第2項の規定に基づく戸

籍電子証明書提供用識別符号の発行（情報

通信技術を活用した行政の推進等に関する

法律（平成14年法律第151号）第7条第1項の

規定により同法第6条第1項に規定する電子

情報処理組織を使用する方法（総務省令で

定めるものに限る。以下この項において同

じ。）により戸籍電子証明書提供用識別符

号の発行を行う場合（当該発行に係る戸籍

電子証明書の請求が同条第1項の規定により

同項に規定する電子情報処理組織を使用す

る方法により行われた場合に限る。）にお

ける当該発行及び戸籍電子証明書提供用識

別符号の発行に係る戸籍電子証明書の請求

を行う者が同時に当該戸籍電子証明書が証

明する事項と同一の事項を証明する戸籍の

謄本若しくは抄本又は戸籍証明書の請求を

行う場合における当該発行を除く。） 

1件 400円 

4 戸籍法第12条の2において準用する同法第 1通 750円 
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 10条第1項又は第10条の2第1項から第5項ま

で若しくは同法第126条の除かれた戸籍の謄

本若しくは抄本の交付又は同法第120条第1

項若しくは第126条の磁気ディスクをもって

調製された除かれた戸籍に記録されている

事項の全部若しくは一部を証明した書面の

交付 

  

4 戸籍法第12条の2において準用する同法第

10条第1項又は第10条の2第1項から第5項ま

で又は同法第126条の除かれた戸籍に記載し

た事項に関する証明書の交付 

 

 

 

 

 

 

 

 

1件 450円 

 10条第1項又は第10条の2第1項から第5項ま

で若しくは同法第126条の規定に基づく除か

れた戸籍の謄本若しくは抄本の交付又は同

法第120条第1項、第120条の2第1項若しくは

第126条の規定に基づく除籍証明書の交付 

 

 

  

5 戸籍法第12条の2において準用する同法第

10条第1項又は第10条の2第1項から第5項ま

で又は同法第126条の規定に基づく除かれた

戸籍に記載した事項に関する証明書の交付 

1件 450円 

6 戸籍法第120条の3第2項の規定に基づく除

籍電子証明書提供用識別符号の発行（情報

通信技術を活用した行政の推進等に関する

法律第7条第1項の規定により同法第6条第1

項に規定する電子情報処理組織を使用する

方法により除籍電子証明書提供用識別符号

の発行を行う場合（当該発行に係る除籍電

子証明書の請求が同項の規定により同項に 

1件 700円 
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5 戸籍法第48条第1項（同法第117条におい

て準用する場合を含む。）の届出若しくは

申請の受理の証明書の交付又は同法第48条

第2項（同法第117条において準用する場合

を含む。）若しくは第126条の届書その他市

長の受理した書類に記載した事項の証明書

の交付 

1通 350円（婚

姻、離婚、

養子縁組、

養子離縁又

は認知の届

出の受理に

ついて、請

求により法

務省令で定

める様式に

よる上質紙 

 規定する電子情報処理組織を使用する方法

により行われた場合に限る。）における当

該発行及び除籍電子証明書提供用識別符号

の発行に係る除籍電子証明書の請求を行う

者が同時に当該除籍電子証明書が証明する

事項と同一の事項を証明する除かれた戸籍

の謄本若しくは抄本又は除籍証明書の請求

を行う場合における当該発行を除く。） 

  

7 戸籍法第48条第1項（同法第117条におい

て準用する場合を含む。）の規定に基づく

届出若しくは申請の受理の証明書の交付、

同法第48条第2項（同法第117条において準

用する場合を含む。）若しくは第126条の規

定に基づく届書その他市長の受理した書類

に記載した事項の証明書の交付又は同法第1

20条の6第1項の規定に基づく届書等情報の

内容の証明書の交付 

1通 350円（婚

姻、離婚、

養子縁組、

養子離縁又

は認知の届

出の受理に

ついて、請

求により法

務省令で定

める様式に

よる上質紙 
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   を用いる場

合にあって

は、1通に

つき1,400

円） 

6 戸籍法第48条第2項（同法第117条におい

て準用する場合を含む。）の届書その他市

長の受理した書類を閲覧させる事務 

 

 

 

書類1

件 

350円 

7  ［略］ 

8  ［略］ 

9  ［略］ 

10  ［略］ 

11  ［略］ 

12  ［略］ 

13  ［略］ 

   を用いる場

合にあって

は、1,400

円） 

 

8 戸籍法第48条第2項（同法第117条におい

て準用する場合を含む。）の規定に基づく

届書その他市長の受理した書類を閲覧に供

する事務又は同法第120条の6第1項の規定に

基づく届書等情報の内容を表示したものを

閲覧に供する事務 

1件 350円 

9  ［略］ 

10  ［略］ 

11  ［略］ 

12  ［略］ 

13  ［略］ 

14  ［略］ 

15  ［略］ 



- 15 - 

14  ［略］ 

15  ［略］ 

16  ［略］ 

17  ［略］ 
 

16  ［略］ 

17  ［略］ 

18  ［略］ 

19  ［略］ 
 

  

附 則 

この条例は、令和６年３月１日から施行する。 



議案第２号

　令和５年度横手市の一般会計補正予算（第１２号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正） 

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ６７３,８３１千円を追加し、歳入歳出予算の総額を

　歳入歳出それぞれ６３,７２７,５００千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

　「第１表　歳入歳出予算補正」による。

令和６年１月２６日提出

横手市長 髙 橋 大

令和５年度横手市一般会計補正予算（第１２号）

一般会計 - 1 -



一般

１

6

2 国

表

庫補助金 4,992,

　

256 504,628

歳

5,496,884

入

19 繰入

歳

金 4,094,748

出

169,203 4,2

予

63,951

算

2 基金繰入金 4

補

,013,357 16

会

正

9,203 4,182,560

歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 63,053,669 673,831 63,727,500

計

歳　入 (単位：千円)

-

款 項 補　正　前　の　

 

額 補　　 正　　 額

2

計

15

 

国庫支出金 9,773

-

,398 504,62

第

8 10,278,02



一般

9,411,417 231,739 9,643,156

2 児童福祉費 5,895,669 65,400 5,961,069

4 衛生費 7,107,8

歳

83 2,426 7,1

　

10,309

会

出

1保健衛生費 4

(

,171,615 2,

単

426 4,174,0

位

41

6

：

農林水産業費 3,55

千

8,479 158,2

円

66 3,716,74

)

5

1 農

款

業費 3,230,95

項

5 158,266 3,

計

補

389,221

　

7 商工費 2,

正

376,437 216

　

,000 2,592,

前

437

　

1 商工費 2,376,

の

437 216,000

　

2,592,437

額

歳　　　

補

　　　出　　　　　　

-

　

合　　　　　　計 63

　

,053,669 67

 

3,831 63,72

正

7,500

　　 額 計

 

3 民生費

3

16,489,690

 

297,139 16,

-

786,829

1 社会福祉費
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　一般会計 - 5 -

一般会計補正予算に関する説明書



一般

入

78,026

歳

19 繰入金 4,0

出

94,748 169,

補

203 4,263,9

正

51

予

計 63,053,66

算

9 673,831 63

事

,727,500

項別

会

明細書
１．総括

計

歳　入 (単位

-

：千円)

款 補　 正　

 

 前　 の　 額 補　

6

　　正　　　額 計

 

15 国庫支出金

-

9,773,398 5

歳

04,628 10,2



一般

 源
国庫支出金 県 支 出 金 地　方　債 そ　の　他

3民生費 16,489,690 297,139 16,786,829 297,139

4 衛生費 7,107,883 2,42

会

6 7,110,309 2,426

6 農林水産業費 3,558,479 158,266 3

歳

,716,745 15

　

8,266

出

7 商工費

(

2,376,437 2

単

16,000 2,59

計

位

2,437 46,79

：

7 169,203

千円

計 63,053,6

)

69 673,831 6

補

3,727,500 5

　

04,628 169,

　

203

　正

-

　　　額　　　の　　

 

　財　　　源　　　内

7

　　　訳

款 補正前の額

 

補　正　額 計 特　　　

-

　　定　　　　　財　　　　　源
一 般 財



一般

．

 1 総務費国庫補助金

歳

1,691,450 5

入

04,628 2,19

（

6,078  1 総務管

単

理費補 504,628

位

物価高騰対応重点支援

 

地方創生臨時交付金

：

助金 物

 

価高騰対応重点支援地

千

方創生臨時交付金（給

会

円

付金

297,139

）

・定額減税一体支援分）

計 4,992,256 504,628 5,496,884

 19 款 繰入金

  2 項 基金繰入金

節

目 補正

計

前の額 補　正　額 計 説　　　　　　明
区　　分 金　　額

169,203

 

 1 財政調整基金繰入

1

金 2,365,148

5

169,203 2,5

 

34,351  1 財政

款

調整基金 169,20

 

3 財政調整基金繰入金

-

国

繰入

庫

金

支

計 4,013,35

出

7 169,203 4,

金

182,560

  2 項

 

 国庫補助金

節

目 補正

8

前の額 補　正　額 計 説

 

　　　　　　明
区　　

-

分 金　　額

207,4

２

89



３．

千

　 財　　 源 説　　

円

　　明
一般財源 区　分

）

金　額
国県支出金 地 

一

方 債 そ の 他

般会

1社会福祉総 2,03

計

8,652 231,7

-

39 2,270,39

 

1 231,739 10

9

需用費 603 低所得者

歳

 

生活支援事業

-

務費 11役務費 1,103 　住民税均等割のみ課税世帯に対

13使用料及び 33 　する臨時特別給付金給付事業

231,739

出

賃借料

19扶助費 230,000

計 9,411,417 231,739 9,643,156 231,739

 

  3 款 

（

 

民生費

  2 項 児

3

童福祉費

補　 正　 

 

額　 の　 財　 源

款

　 内　 訳 節

目 補正

 

前の額 補　正　額 計 特

民

　　 定　　 財　　

生

 源 説　　　　明
一般

費

財源 区　分 金　額
国県

 

支出金 地 方 債 そ 

 

の 他

単1

1児童福祉

 

総 1,454,791

項

65,400 1,52

 

0,191 65,40

社

0 10需用費 118 低

会

所得者生活支援事業

福祉

務費 11役務費 2

費

82 　住民税非課税世

補

帯等に対する臨

位

　 

19扶助費 65,00

正

0 　時特別給付金給付

　

事業（こども

65,4

 

00

額

　加算分）

　 

計 5,895

の

,669 65,400

　

5,961,069 6

 

 

5,400

財　 源　 内　 

：

訳 節

目 補正前の額 補　

 

正　額 計 特　　 定　



一般

（

　　 源 説　　　　明

単

一般財源 区　分 金　額

位

国県支出金 地 方 債

 

そ の 他

：

1保健

 

衛生総 564,694

千

2,426 567,1

円

20 2,426 18負

）

担金補助 2,426 地方創生臨時交付金事業

会

務費 及び交付金 　二次救急医療機関物価高騰対策

2,426　事業

計 4,171,615 2,426 4,174,041 2,426

計

  6 款 農林水産業費

  1 項 農業費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目

 

補正前の額 補　正　額

 

計 特　　 定　　 財

4

　　 源 説　　　　明

 

一般財源 区　分 金　額

-

款

国県支出金 地 方 債

 

そ の 他

衛

3農業

生

振興費 1,437,1

費

18 158,266 1

 

,595,384 15

 

8,266 11役務費

1

1,787 地方創生臨

 

時交付金事業

項

1

 

 

8負担金補助 156,

保

479 　農業資材等価

健

格高騰対策緊急支

衛生

及び交付金 　援事業

費

             134,794

補　

　農業資材等価格

 

高騰対策(果樹)

 2

正

3,472

1

　

　緊急

 

支援事業

額

計

　

3,230,955 1

 

58,266 3,38

の

9,221 158,2

　

66

 

 

財

 7 款 商工費

  

　

1 項 商工費

補　 

0

 

正　 額　 の　 財

源

　 源　 内　 訳 節

　

目 補正前の額 補　正　

 

額 計 特　　 定　　 

内

財　　 源 説　　　　

　

明
一般財源 区　分 金　

 

額
国県支出金 地 方 

訳

債 そ の 他

節

2商

目

工業振興 1,567,

 

補

559 216,000

正

1,783,559 4

前

6,797 169,2

の

03 18負担金補助 2

額

16,000 地方創生

補

臨時交付金事業

　

費

正

及び交付金 　プレミア

　

ム付商品券事業

額

-

計 特　　 定　　 財



（単

般

 源 説　　　　明
一般

会

財源 区　分 金　額
国県

計

支出金 地 方 債 そ 

-

の 他

216,000

 11

計 2,

 

376,437 216

-

,000 2,592,437 46,797 1

位

69,203

 

  7 

：

款 商工費

  1 項   商工費

補　 正　 

千

額　 の　 財　 源

円

　 内　 訳 節

目 補正

）

前の額 補　正　額 計 特

一

　　 定　　 財　　
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